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適切な道路の整備を通じた持続可能な社会を実現するため、道路事業評価の新たな手法の開発

を研究目的として、時間価値や時間信頼性価値等の原単位の設定手法の開発と時間帯別の変動お

よび道路事業による誘発交通への影響を考慮した交通量推計手法の開発を実施する研究。 

１．研究の背景や動機、目的および目標等 

 我が国では，道路事業評価に費用便益分析が導入されてから約 25 年が経過したが，社会経済状
況の変化や交通関連技術の変化，データを取り巻く状況の変化などがあるにもかかわらず，その
手法はほとんど改定されておらず，事業評価の実務においても様々な課題が指摘されている．特
に，便益計測において活用される各種原単位や便益計測の前提となる交通量推計に関して，最新
の知見を踏まえつつ我が国の実態に合致する新たな手法が求められている． 

そこで，本研究は，道路事業の便益評価を対象に，我が国の実態を把握して課題を明確にする
とともに，諸外国における最新動向を丹念にレビューし，我が国の課題解決に資する新たな手法
の開発を行うことを目的とする． 

２．研究内容 

（1）時間価値等の原単位の設定手法の開発 
走行時間短縮便益を算定するための時間価値原単位の更新，走行時間の不確実性改善による便

益を算定するための走行時間信頼性の算定およびその金銭的価値原単位の推定，電気自動車の普
及等を考慮した走行経費原単位の推定，最新データを用いた交通事故損失原単位の推定を行う． 
（2）時間帯別の変動および道路事業による誘発交通への影響を考慮した事業評価手法の開発 

まず，時間帯別の交通量変動を考慮するため，時間帯別の交通配分手法を開発する．次に，道
路事業が周辺地域の経済活動や誘発交通に与えるインパクトに関して実証分析を行う．また，道
路整備による誘発需要に関するエビデンスを多様な角度から検証した上で，誘発需要を考慮した
交通量推計および事業評価の手法の開発を試みる． 
３．研究成果 

 本研究の主な研究成果の一つは，時間価値および時間信頼性
価値の推定を行ったことである．北関東地域を対象とし，
ETC2.0 データから 5km×5km グリッドベースの各 OD ペア間の
高速道路と一般道路の代表経路を走行する 1 年分の車両データ
を抽出して，OD ペア毎に日平均走行時間の標準偏差および平
均値を算定した一方で，道路交通センサスデータから OD ペア
間の車種別の経路選択データを抽出し，それらから高速道路・
一般道路の経路選択モデル（ロジットモデル）を推定した．そ
の結果，図ｰ 1 と 2 に示されるように乗用車類，貨物車類，全
車種の時間価値がそれぞれ 27.1，39.8，28.8 円／分と推定され
た一方で，時間信頼性比（時間価値と時間信頼性価値の比）は，
それぞれ 0.69，1.37，1.07 と推定された． 
 また，全国主要都市周辺の高速道路，一般道路の走行データ
から時間信頼性式の推定も行うことに成功した．それ以外に
も，走行費用原単位および交通事故発生率の推定および時間帯
別交通量推計手法の開発，道路整備の周辺地域の経済活動およ
び誘発交通への影響分析，誘発交通需要を考慮した交通量推計
モデルの開発などに成功した． 
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５．今後の展望 
まず，本研究で提案しようとした「時間帯別かつ利用者均衡配分に基づく交通需要推計と便益

評価」に関しては，依然として実務者から十分な理解が得られたとは言えない．今後，我が国で
も国際標準と考えられる分析手法に転換していくためには，我が国の実態を踏まえたさらなる検
討が必要だと思われる．また，走行時間信頼性式および時間信頼性価値については，国内外の研
究動向を踏まえつつ我が国のデータで対応可能な方策を検討したものの，直接的な実務への適用
には課題が残った．ただし，本研究を通じて，その算定方法の確立には成功したので，今後実務
適用に向けた検討につながることが期待される．それ以外にも，誘発需要を考慮した交通需要推
計手法の確立は，モデルフレームワークの構築も含めて一定程度の成果は得られたものの，実デ
ータを用いた推計上にはかなりの困難を伴うことが判明した．道路事業による誘発需要に関する
エビデンス獲得に向けてさらに実証分析を進める必要があるとともに，誘発需要推定のためのモ
デル構築についても今後研究を深度化させる必要がある． 
６．道路政策の質の向上への寄与 

本研究は，実務的に適用可能な走行時間信頼性向上便益の算定手法の開発に成功した．また，
我が国の実事例を対象としたケーススタディによりその適用性も確認できた．これにより，我が
国でも走行時間信頼性向上便益の算定に向けた道筋をつけることができた．ただし，我が国で入
手可能なデータや研究期間の制約もあり，すぐさま我が国で適用可能な成果が得られたとは言え
ない．わが国のマニュアル等に反映させるためには，さらにケーススタディなどを通じた検証や
改良が必要だと思われる．また，現行マニュアルに示されている時間価値についても，最新デー
タを用いて更新した．これはすぐにでも我が国のガイドラインに適用できる可能性がある  
７．ホームページ等 
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